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東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事

故から８年余が経過したが、原子力災害は未だ収束せず、

今もなお、多くの村民が住み慣れた故郷を離れ、様々な

環境の下で辛い避難生活を続けており、心身ともに疲弊

している現状にある。 
このような中、本村では、平成２８年６月１２日に一

部地域を除く避難指示が解除されてから、村としてでき

る限りの努力を重ねながらの３年３か月の間に住民が

徐々に帰村しているものの、帰還率は２７％に留まって

いる。 
また、昨年５月に、特定復興再生拠点区域復興再生計

画が国に認定され、帰還困難区域の除染や家屋解体が始

まっており、ようやく村全体の復興に向けて動き出して

いるものと認識している。 
村は、震災後に順次策定した「第１次葛尾村復興計画」、

「かつらお再生戦略プラン」及び「葛尾村中心拠点等整

備計画」等に基づき、懸命に復旧復興に取り組んでいる

が、過去に例がない極めて過酷な原子力災害によって全

村避難を余儀なくされ、一旦全てを失ったことによる歪

み、代償は計り知れなく、諸課題が山積し、一つ課題を

乗り越えてもまた新たな課題が重くのしかかってくる

現状にあり、村の真の復興には、まだまだ長く険しい道

のりが立ちはだかっている。 
村は、復興計画等の中間検証を行い、これまで以上に

「地域の支え合い」や「持続可能なむらづくり」の方向

性を強く意識して取り組んでいくところであり、村の復

興・再生と村民の生活を守るため、国の責務として被災

市町村の実態に寄り添い、総力を挙げて対応していただ

くよう、次のとおり要望する。 
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＜要望事項１ 帰還困難区域について＞ 

(１) 特定復興再生拠点区域における復興・再生について 
葛尾村特定復興再生拠点区域復興再生計画の策定に

より、ようやく帰還困難区域の避難指示解除の道筋が見

えつつあるものの、これまで何の対策もなされてこなか

ったため、当然ながら当該地区住民のふるさとへの帰還

意欲は他地区に比べて減退している。地域住民の要望・

意見を十分に尊重し、区域内の除染及び劣化した家屋の

解体撤去等を速やかに行うとともに、地域住民から要望

書が提出されているとおり、避難指示解除準備区域及び

居住制限区域で講じられた支援が同様に受けられ、かつ

意欲のある住民が帰還できるよう財政面・人材面等あら

ゆる側面から地区の復興を後押しすることを強く要望

する。 
なお、帰還困難区域の除染終了後には放射線モニタリ

ング測定を実施し、速やかに住民に周知することはもと

より、線量低減に向け必要なあらゆる対策を講じること。 
 

（２）特定復興再生拠点区域外について 
 拠点区域外における除染や家屋解体の見通しが示さ

れていない現状に、住民は不安を募らせている。「たとえ

長い年月を要するとしても、将来的に帰還困難区域の全

てを避難指示解除し、復興・再生に責任を持って取り組

むとの決意」を示した国は、原子力政策を推進してきた

社会的責任も踏まえ、拠点区域外の除染や避難指示解除

に向けた方針を早急に検討し、復興創生期間終了前まで

に、具体的に示すこと。 
さらに、拠点区域外の除染・家屋解体及び除草・伐木

等の荒廃抑制対策を実施すること。 
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＜要望事項２ 村全体の復興について＞ 

(１) 中長期的な財源の確保 
復興が確実に成し遂げられるよう、震災復興特別交付

税措置の継続並びに復興交付金、福島再生加速化交付金、

帰還環境整備交付金及び被災者支援総合交付金の予算

確保及び弾力的な運用など、中長期にわたる財源の確保

等を行うこと。 
 
 (２) 復興推進体制の継続 
復興が確実に成し遂げられるまで復興庁を存続させ

るなど、復興推進体制の継続を図ること。 
また、令和３年度以降の復興推進体制について早急に

示すこと。 
 

(３) 復興の段階に応じた支援策と制度の運用・改善 
復興や住民の帰還が一定程度進捗した段階で生じる

課題等に対応する適切な支援策を講じるとともに、制度

の弾力的な運用、手続きの簡略化等を図ること。 
 
(４) 復興に係る人的支援の継続 
 村の復興がハード事業からソフト事業中心へと新た

な段階に入り、様々な行政サービスを持続可能な形で

展開するための仕組みづくりなど、難しい行政課題に

対応できる人材が早期退職等により不足している。正

規職員の採用に努めながらも、行政経験の浅い職員が

半数以上を占めている現状に鑑み、保健師等を始め引

き続き即戦力となる人材が必要であり、そのための財

政支援も含め継続的に支援すること。 
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(５) 復興を支える道路の改良・整備の促進 
 徐々に産業団地整備を始めとする企業活動が促進さ

れてきており、大型車の輸送などこれまで以上に道路の

重要性が増していることから、住民帰還の加速や産業再

生を支える主要道である、県道浪江三春線等を新たにふ

くしま復興再生道路に位置付け、速やかに改良・整備を

進めること。 
 
(６) 主要道の通行の確保 
震災前から利用していた県道落合浪江線等がいまだ

通行できない状況が続いており、迂回を余儀なくされて

いるため、関係機関との協議を進める等早急に通行でき

るよう対策を講じること。 
 
(７) 除染の一層の推進 
村内の営農が少しずつ再開されつつある中で、山林か

らの流入防止対策が要望されるなど、住民が安心して住

むことができる環境を回復するため、森林除染の実施、

河川全体の放射性物質対策の速やかな提示、フォローア

ップ除染の継続など、山積した除染課題に対応するため

の必要な財源を確保すること。 
 
(８) 農林畜産業及び商工業への継続的な支援 
住民の帰還や村の復興推進には、村の主要産業である

農林畜産業・商工業の事業再開・定着に向けて、生業と

する意欲ある担い手や事業者に対する強力な支援が不

可欠であるが、再開した事業者等も将来に向けて大きな

不安を抱えている。このため、当該事業者等が安定的に

事業を再開し運営できるよう必要な財政面・人材面での
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継続的な支援を行うこと。 
 
(９) ほ場整備事業の継続 
中山間地域である村の営農再開、農地活用と荒廃抑制

のためには、ほ場整備事業が不可欠であるが、実施に当

たっては、村の実情に合わせて柔軟に対応するとともに、

長い事業期間が必要になることから令和３年度以降も

継続すること。 
 

(10) 企業誘致に関わる財源確保等 
 村の産業再生と雇用確保の観点から、産業団地の造成

や企業誘致は非常に重要であるため、強力な企業立地支

援策を追加するとともに、令和３年度以降においても、

継続すること。 
 
(11) 介護保険、国民健康保険等への支援の継続 
 避難によって健康が悪化し、家族が離ればなれになっ

てしまったことが明らかな原因で、介護給付費や医療費

等が震災前に比べ大幅に増加しており、当面の間、介護

給付費及び医療費等の利用者負担及び介護保険料及び

国民健康保険税等の免除に対する国の財政支援を継続

するとともに、避難による世帯構成の変化などのために

増加した介護給付費については、必要な財政支援を行う

こと。 
 また、村の介護予防事業等に対しても必要な財政面・

人材面での継続的な支援を行うこと。 
 
(12) 高速道路無料措置の延長 
住民の多くが今もなお避難している状況で、コミュニ
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ティーの維持や一時帰宅等で往来する避難住民の負担

を軽減するため、避難者に対する高速道路無料措置を令

和２年度以降も継続すること。 
 

(13) 再生可能エネルギー導入拡大への支援 
 帰還困難区域等においては、他の被災地とは異なる状

況下にあることから、固定価格買取制度の継続や買取価

格への配慮、再生可能エネルギー発電設備等導入支援復

興対策事業費補助金等の積み増しなど特例措置を講じ

ること。 
 また、村においても風力発電事業等に参画していると

ころでもあり、送電ルートの新設とともに、その運用管

理について、電力会社等と連携した多角的な支援を行う

こと。 
 
(14) 生活再建、事業再建のための損害賠償の確実な実施 
被災者の生活や事業の再建につながる賠償が確実に

なされるよう、被災地の実情に応じた指針の適時・的確

な見直しを行うとともに、相当因果関係のある損害が継

続する間は、国がしっかりと指導を行い、東京電力ホー

ルディングス株式会社に賠償を確実に行わせること。 


